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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
（注）１ 営業収益には、消費税及び地方消費税は含まれていません。 

   ２ キャッシュ・フローに関する数値の△は、現金及び現金同等物の流出を示しています。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため、記載していませ

ん。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

前第３四半期 
連結累計期間

第７期
当第３四半期 
連結累計期間

第６期
前第３四半期 
連結会計期間

第７期 
当第３四半期 
連結会計期間

第６期

会計期間
自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日

自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日

営業収益 (百万円) 283,923 282,891 94,227 94,132 377,600 

経常利益 (百万円) 55,459 56,357 18,585 18,813 66,356 

四半期(当期)純利益 (百万円) 32,113 32,272 10,795 11,016 38,567 

純資産額 (百万円) ─ ─ 328,626 359,204 335,083 

総資産額 (百万円) ─ ─ 1,251,168 1,254,316 1,258,769 

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 565.62 618.25 576.74 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 55.27 55.55 18.58 18.96 66.38 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 26.3 28.6 26.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 72,980 79,147 ─ ─ 105,796 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △58,342 △50,975 ─ ─ △80,187

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △13,370 △19,437 ─ ─ △26,068

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ─ ─ 25,123 32,130 23,396 

従業員数 (名) ─ ─ 10,352 10,384 9,864 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ています。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しています。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 10,384（2,815）

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 8,712 
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第２ 【事業の状況】 

当社グループの業種構成はサービス業が中心であり、受注生産形態をとらない会社が多いため、「４

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」においてセグメントの業績を記載することと

しています。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があった事項は、次

のとおりです（変更又は追加となった箇所を下線で示しています。）。このことは、平成22年８月６日提

出の第１四半期に係る四半期報告書において、会計期間末日後の変更として記載したものから変更はあり

ません。 

なお、文中の将来に関する事項は当四半期報告書提出日現在において、当社グループが判断したもので

す。 

  

(8)都営地下鉄との一元化について 

特殊会社である当社の使命は、東京地下鉄株式会社法の趣旨を踏まえて、できる限り速やかに完全民

営化を目指すことであると認識しており、そのため、財務基盤の充実・強化を図るなどにより、できる

限り早期の上場を目指すこととしています。 

当社は、当社と同じく東京都区部及びその周辺地域における地下鉄道事業を営む都営地下鉄とのサー

ビスの一体化は、当社の利用者の利便性向上につながるものと考えており、地下鉄利用者の利便性向上

への取組みの検討を進めていきます。しかしながら、サービスの一体化の検討の結果によっては、当社

グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社は、当社株式のできる限り早期の上場を実現するため、国及び東京都との間で、当社の完

全民営化並びに当社と都営地下鉄とのサービスの一体化及び経営の一元化に関して従来から意見交換を

行っており、これらの課題について具体的な解決策やサービス向上策の実現に向けて実務的な検討を行

うことを目的として、「東京の地下鉄の一元化等に関する協議会」が平成22年８月に設置されていま

す。都営地下鉄については、公営企業という組織形態や累積欠損を抱えていること等を考慮すると、当

社との経営の一元化を図るために解決されなければならない多くの問題が残されており、仮に経営の一

元化を実施する場合においても、相当程度の時間を要することが想定されます。また、経営の一元化を

実施する場合には、都営地下鉄の経営状況の改善や当社の企業価値向上が図られることが基本と考えま

すが、経営の一元化の具体的な内容によっては、当社グループの経営に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益は改善傾向にあるものの、厳しい雇用情

勢や緩やかなデフレ傾向が継続し、また、海外景気の下振れ懸念や円高進行の影響から景気は足踏み状

態となっており、先行き不透明な状況にあります。このような状況の下、当社グループは様々な営業施

策を展開するとともに、経営の一層の効率化に努めてきました。 

当第３四半期連結会計期間の業績は、営業収益が941億３千２百万円（前年同期比0.1％減）、営業利

益が231億３千２百万円（前年同期比1.2％減）、経常利益が188億１千３百万円（前年同期比1.2％

増）、四半期純利益は110億１千６百万円（前年同期比2.0％増）となりました。 

  

セグメントの業績は、以下のとおりです。 

 なお、第１四半期連結会計期間からセグメント情報の区分を変更したため、前年同期比は参考として

記載しています。 

  

[運輸業] 

運輸業においては、安全・安定輸送の向上を目指して設備の整備を進めるとともに、お客様のニーズ

を捉えたサービス及び利便性の向上に取り組みました。 

安全面では、火災対策として、駅構内の避難誘導設備、排煙設備、二段落としシャッター、消火設備

等の整備に取り組みました。さらに、駅構内におけるテロ、犯罪等の抑止を目的としたセキュリティカ

メラの設置を進めました。加えて、ホームでの安全対策（転落事故・接触事故の防止等）として有楽町

線でホームドアの設置工事を進めており、設置作業が完了した駅から順次使用を開始しました。 

輸送面では、お客様の利便性向上を図るため、東西線で平日夕方ラッシュ前の時間帯に東葉高速線と

の直通列車を増発するダイヤ改正を実施しました。また、千代田線では、快適性が高く環境に配慮した

新造車両である16000系の運用を開始しました。 

サービス面では、バリアフリー化を進めるため、日比谷線入谷駅にエスカレーター２基、エレベータ

ー１基を併設した出入口を新設しました。この出入口には、車椅子対応トイレ、乳幼児用設備及びオス

トメイトを完備した多機能トイレも併せて整備しました。また、オフピーク通勤を推進するため、ＩＣ

定期券を利用して、東西線門前仲町～西船橋駅間において「東西線早起きキャンペーン」を開始しまし

た。 

営業面では、東葉高速鉄道株式会社との「東葉東京メトロパス 乗っておトク当たっておトクキャン

ペーン2010」を実施し、企画乗車券の販売促進を図りました。また、「東京メトロスマイルフェスタ

2010 車両基地イベント ｉｎ ＡＹＡＳＥ」を開催し、多くのお客様にご来場いただきました。この

ほか、スタンプラリー、沿線ウォーキング、イベント列車運行等の各種イベントを開催し、当社及び沿

線のＰＲを行い、お客様の誘致に努めました。 

運輸業の当第３四半期連結会計期間の業績は、旅客運輸収入は増加したものの、広告媒体に係る料金

収入が減少し、営業収益は841億８千万円（前年同期比0.0％増）、営業利益は214億４千４百万円（前

年同期比2.1％減）となりました。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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     （注）記載数値は、千人未満、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

  

[流通・不動産事業] 

流通・不動産事業においては、より一層の収益拡大を図るため、各種施策を実施しました。 

平成22年11月に、丸ノ内線銀座駅と有楽町線有楽町駅のＭＥＴＲＯ’Ｓ売店をリニューアルし、女性

ユーザーをターゲットとした売店「メトロスビューティー（ＭＥＴＲＯ’Ｓ ＢＥＡＵＴＹ）」をオー

プンしました。また、ＥｃｈｉｋａやＥｓｏｌａをはじめとする駅構内店舗や商業ビルで、クリスマス

イベント等各種フェアや店舗の入替えを実施したほか、提携クレジットカード「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒ

ｏ Ｔｏ Ｍｅ ＣＡＲＤ」については、各種キャンペーンを実施し、新規会員の獲得とカード利用の

促進に努めました。 

 旧渋谷技術区用地を含む東急文化会館跡周辺地区の共同開発事業「渋谷新文化街区プロジェクト」に

ついては、平成24年４月の開業に向けて「渋谷ヒカリエ」の新築工事を進めています。また、四谷三丁

目用地において、平成26年３月開業に向け、平成22年12月に賃貸マンションの建設工事に着手しまし

た。 

しかしながら、流通・不動産事業の当第３四半期連結会計期間の業績は、主として、流通事業におけ

る店舗の売上減の影響により、営業収益は93億９千３百万円（前年同期比3.5％減）、営業利益は11億

５千２百万円（前年同期比3.6％減）となりました。 

  
[その他事業] 

広告事業においては、車内デジタル広告「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｖｉｓｉｏｎ」を丸ノ内線３編

成、東西線６編成、半蔵門線２編成、有楽町線・副都心線36編成に加え、平成22年11月から千代田線５

編成においても販売を開始しました。 

その他事業の当第３四半期連結会計期間の業績は、広告需要の低迷に伴い、広告販売が減少し、営業

収益は52億３千９百万円（前年同期比5.4％減）となったものの、それ以上に広告媒体の仕入額が減少

したことにより、営業利益は５億２千万円（前年同期比83.4％増）となりました。 

  

(運輸成績表） 

 種別 単位 (自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

 営業日数 日 92 92 

 旅客営業キロ キロ 195.1 195.1 

 輸送人員 定期 千人 318,626 323,014 

  定期外 〃 255,370 257,103 

   計 〃 573,997 580,117 

 旅客運輸収入 定期 百万円 30,764 31,201 

  定期外 〃 42,750 42,986 

   計 〃 73,515 74,188 
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ44億５千２百万円減の１

兆2,543億１千６百万円、負債合計は285億７千４百万円減の8,951億１千１百万円、純資産合計は241億

２千１百万円増の3,592億４百万円となりました。 

資産の部の減少については、固定資産の減価償却費が当期取得額を上回り残高が減少したこと等によ

るものです。 

負債の部の減少については、前連結会計年度末に計上した工事代等の未払金の支払いに加え、社債の

償還及び長期借入金の返済等によるものです。なお、借入金及び社債の合計残高は、前連結会計年度末

に比べ110億９千５百万円減少しました。 

純資産の部の増加については、主として四半期純利益の計上によるものです。 

この結果、当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は、28.6％（前連結会計年度末比2.0

ポイント上昇）となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、第２四半

期連結会計期間末に比べ149億５千４百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には321億３千万円と

なりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の収入は、281億８千万円（前年同期比17

億５千７百万円収入増）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益186億８千６百万円

や非資金科目である減価償却費190億４百万円を計上したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は、157億２千９百万円（前年同期

比８億５千７百万円支出減）となりました。これは主に、車両更新等有形・無形固定資産の取得によ

る支出が172億５千７百万円あったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の支出は、274億５百万円（前年同期比207

億３百万円支出増）となりました。これは主に、社債の償還による支出が250億円及び長期借入金の

返済による支出が23億８千３百万円あったこと等によるものです。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 

  
  
  

― 7 ―



第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等についての重要な変更は、以下のとおりです。 

  

 
(注) １ 施設計画の見直し、工事範囲の拡大等により、従来の投資予定金額である4,782百万円から7,065百万円へ投

資予定金額を増額しています。 

  

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 

セグメントの 
名称

工事件名
投資予定金額 着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

運輸業 豊洲駅改良 7,062 672 平成19年７月 平成24年度
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,324,000,000 

計 2,324,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 581,000,000 581,000,000 非上場

 単元株式数 1,000株
完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式です。

計 581,000,000 581,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年10月１日～ 
平成22年12月31日 

─ 581,000,000 ─ 58,100 ─ 62,167 
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(6) 【大株主の状況】 

   当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。 

  

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載し

ています。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

  

当社は非上場であるため、該当事項はありません。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─ 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

580,999,000 580,999 
 

  単元株式数 1,000株 
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式です。

単元未満株式 
普通株式 

1,000 
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 581,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 580,999 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

２ 【株価の推移】

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

います。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,135 17,403

受取手形及び売掛金 ※３  2,012 2,450

未収運賃 16,903 18,933

有価証券 11,000 100

商品 221 198

仕掛品 1,308 534

貯蔵品 3,539 3,452

繰延税金資産 6,864 7,604

その他 11,715 13,358

貸倒引当金 △57 △75

流動資産合計 72,643 63,960

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 815,906 832,846

機械装置及び運搬具（純額） 128,785 124,545

土地 69,580 68,564

建設仮勘定 34,846 31,543

その他（純額） 6,531 8,647

有形固定資産合計 ※１, ※２  1,055,650 ※１, ※２  1,066,146

無形固定資産 ※２  88,105 ※２  90,379

投資その他の資産   

繰延税金資産 28,780 29,050

その他 9,152 9,235

貸倒引当金 △16 △3

投資その他の資産合計 37,916 38,282

固定資産合計 1,181,672 1,194,808

資産合計 1,254,316 1,258,769

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３  1,123 1,755

1年内返済予定の長期借入金 24,478 26,155

1年内償還予定の社債 30,000 25,000

未払金 16,651 36,087

未払法人税等 9,791 12,884

前受運賃 15,272 13,969

賞与引当金 4,886 9,851

その他 40,554 32,453

流動負債合計 142,757 158,156
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

社債 390,000 390,000

長期借入金 279,422 293,840

退職給付引当金 62,679 64,438

役員退職慰労引当金 293 288

投資損失引当金 1,980 2,310

環境安全対策引当金 1,761 1,761

資産除去債務 1,616 －

その他 14,601 12,891

固定負債合計 752,354 765,529

負債合計 895,111 923,685

純資産の部   

株主資本   

資本金 58,100 58,100

資本剰余金 62,167 62,167

利益剰余金 238,899 214,760

株主資本合計 359,166 335,027

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 38 55

評価・換算差額等合計 38 55

純資産合計 359,204 335,083

負債純資産合計 1,254,316 1,258,769
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

営業収益 283,923 282,891

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 ※２  187,046 ※２  185,793

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  26,806 ※１, ※２  27,452

営業費合計 213,852 213,246

営業利益 70,070 69,645

営業外収益   

受取利息 38 42

受取配当金 1 3

受取受託工事事務費 242 86

物品売却益 194 232

受取保険金 34 178

持分法による投資利益 38 40

その他 446 408

営業外収益合計 996 991

営業外費用   

支払利息 14,293 14,038

その他 1,314 241

営業外費用合計 15,608 14,279

経常利益 55,459 56,357

特別利益   

鉄道施設受贈財産評価額 1,221 383

投資有価証券割当益 － 175

その他 111 18

特別利益合計 1,332 576

特別損失   

固定資産圧縮損 1,229 383

固定資産除却損 196 65

投資有価証券評価損 521 269

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,663

その他 10 21

特別損失合計 1,956 2,403

税金等調整前四半期純利益 54,835 54,531

法人税、住民税及び事業税 20,190 21,236

法人税等調整額 2,530 1,021

法人税等合計 22,721 22,258

四半期純利益 32,113 32,272
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日) 

営業収益 94,227 94,132

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 ※２  61,979 ※２  62,051

販売費及び一般管理費 ※１, ※２  8,836 ※１, ※２  8,949

営業費合計 70,816 71,000

営業利益 23,411 23,132

営業外収益   

受取利息 14 14

受取配当金 － 0

受取受託工事事務費 113 57

物品売却益 44 58

受取保険金 8 34

持分法による投資利益 11 14

受取賃料精算金 － 93

その他 140 85

営業外収益合計 333 358

営業外費用   

支払利息 4,749 4,645

その他 410 32

営業外費用合計 5,159 4,677

経常利益 18,585 18,813

特別利益   

鉄道施設受贈財産評価額 953 292

特別利益合計 953 292

特別損失   

固定資産圧縮損 953 292

固定資産除却損 102 34

投資有価証券評価損 174 82

その他 6 9

特別損失合計 1,236 418

税金等調整前四半期純利益 18,301 18,686

法人税、住民税及び事業税 4,608 5,107

法人税等調整額 2,897 2,562

法人税等合計 7,506 7,669

四半期純利益 10,795 11,016
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 54,835 54,531

減価償却費 55,058 55,499

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,382 △4,965

退職給付引当金の増減額（△は減少） △949 △1,758

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20 4

受取利息及び受取配当金 △39 △45

支払利息 14,293 14,038

固定資産売却損益（△は益） △61 －

固定資産除却損 1,578 2,270

投資有価証券評価損益（△は益） 521 269

持分法による投資損益（△は益） △38 △40

営業債権の増減額（△は増加） 7,141 3,457

たな卸資産の増減額（△は増加） △26 △884

営業債務の増減額（△は減少） △19,254 △11,615

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,663

その他 3,611 4,091

小計 111,291 116,509

利息及び配当金の受取額 44 47

利息の支払額 △13,522 △13,385

法人税等の支払額 △24,833 △24,024

営業活動によるキャッシュ・フロー 72,980 79,147

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 120 100

有形及び無形固定資産の取得による支出 △60,129 △53,124

補助金受入れによる収入 2,038 2,399

有形及び無形固定資産の売却による収入 288 －

投資有価証券の取得による支出 △830 △330

投資有価証券の売却及び償還による収入 49 －

定期預金の払戻による収入 100 －

その他 20 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,342 △50,975

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 30,000 －

長期借入金の返済による支出 △35,196 △16,095

社債の発行による収入 － 29,858

社債の償還による支出 － △25,000

配当金の支払額 △8,134 △8,134

その他 △39 △66

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,370 △19,437

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,267 8,734

現金及び現金同等物の期首残高 23,855 23,396

現金及び現金同等物の四半期末残高 25,123 32,130
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

会計方針の変更 

  資産除去債務に関する会計基準等の適用 

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期間から

適用しています。 

 この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ45百万円増加し、税金等

調整前四半期純利益は1,616百万円減少しています。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は1,663百万円です。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

  法人税等及び繰延税金資産の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、主として、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっています。繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境及

び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末において使用した将来

の業績予測などを利用する方法によっています。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,466,413百万

円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,439,946百万

円です。 

※２ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は354,471百万円です。 

   なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助

金、鉄道施設受贈財産評価額を含む。）に伴う圧縮

記帳累計額は338,831百万円、収用等に伴う圧縮記

帳累計額は15,640百万円となっています。 

※２ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は354,145百万円です。 

   なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助

金、鉄道施設受贈財産評価額を含む。）に伴う圧縮

記帳累計額は338,505百万円、収用等に伴う圧縮記

帳累計額は15,640百万円となっています。 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しています。

   なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

います。 

        受取手形                 ３百万円

       支払手形               16百万円 

※３           ―――――――― 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。

人件費 10,359百万円

経費 6,299百万円

諸税 6,893百万円

減価償却費 3,253百万円

計 26,806百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。

人件費 10,565百万円

経費 6,448百万円

諸税 7,060百万円

減価償却費 3,378百万円

計 27,452百万円

※２ 引当金繰入額は次のとおりです。 

賞与引当金繰入額 4,648百万円

退職給付費用 5,517百万円

役員退職慰労引当金繰入額 56百万円

※２ 引当金繰入額は次のとおりです。 

賞与引当金繰入額 4,787百万円

退職給付費用 4,676百万円

役員退職慰労引当金繰入額 51百万円

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。

人件費 3,446百万円

経費 2,008百万円

諸税 2,253百万円

減価償却費 1,127百万円

計 8,836百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりです。

人件費 3,487百万円

経費 1,971百万円

諸税 2,334百万円

減価償却費 1,156百万円

計 8,949百万円

※２ 引当金繰入額は次のとおりです。 

賞与引当金繰入額 4,648百万円

退職給付費用 1,719百万円

役員退職慰労引当金繰入額 20百万円

※２ 引当金繰入額は次のとおりです。 

賞与引当金繰入額 4,787百万円

退職給付費用 1,462百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１

日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 25,127百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4百万円

現金及び現金同等物 25,123百万円

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 19,135百万円

有価証券勘定 11,000百万円

流動資産「その他」に含まれる短期

貸付金（現先） 
1,999百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4百万円

現金及び現金同等物 32,130百万円

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 581,000,000 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 8,134 14 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
  
  
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注)１ 事業区分の方法 

日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分してい

ます。 

    ２ 各事業区分の主要業種 

運 輸 業・・・鉄道事業 

その他事業・・・物販業、飲食業、不動産賃貸業、広告代理業、鉄道車両整備業、鉄道施設整備業、土木コ

ンサルタント業、鉄道駅運営管理業、清掃整備業、ＩＴ事業 

  

 
運輸業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益   

 (1) 外部顧客に 
   対する営業収益 78,382 15,845 94,227 ― 94,227 

 (2) セグメント間の内部 
   営業収益又は振替高 4,623 6,308 10,931 (10,931) ―

計 83,005 22,153 105,159 (10,931) 94,227 

営業利益 21,509 1,867 23,376 34 23,411 

 
運輸業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益   

 (1) 外部顧客に 
   対する営業収益 236,928 46,994 283,923 ― 283,923 

 (2) セグメント間の内部 
   営業収益又は振替高 14,064 19,433 33,497 (33,497) ―

計 250,993 66,427 317,420 (33,497) 283,923 

営業利益 64,695 5,266 69,961 108 70,070 
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【所在地別セグメント情報】 

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結

累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）については、本国以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結

累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）については、海外売上高がないため、該当

事項はありません。 

  

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものです。 

 当社グループは、当社の鉄道事業を中心とした運輸業に加え、鉄道事業とのシナジー効果が発揮できる

流通事業及び不動産事業、並びに当社資産等を活用した広告事業及びＩＴ事業等からなるその他事業を展

開しています。 

 したがって、当社グループは、上記の事業別セグメントから構成されており、これらを「運輸業」、

「流通・不動産事業」、「その他事業」の３つの報告セグメントに区分しています。 

 「運輸業」は、東京都区部を中心に、９路線からなる地下鉄ネットワークを保有し、鉄道の運行及び運

営並びに鉄道施設等の保守管理を行っています。 

 「流通・不動産事業」は、当社路線の駅や沿線において、Ｅｃｈｉｋａなどの商業施設の運営、渋谷マ

ークシティなど、オフィスビルやホテルを中心とした不動産の賃貸を行っています。 

 「その他事業」は、主として駅構内や電車内の広告を取り扱う広告事業、光ファイバーの賃貸などを行

うＩＴ事業等を行っています。 

  

２  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注）１ セグメント利益の調整額49百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

 
  （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益     

外部顧客への営業収益 239,803 28,609 14,479 282,891 ― 282,891 

セグメント間の内部 
 営業収益又は振替高 12,036 32 681 12,750 △12,750 ―

計 251,839 28,642 15,160 295,642 △12,750 282,891 

セグメント利益 64,621 3,693 1,281 69,596 49 69,645 
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注）１ セグメント利益の調整額14百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

(追加情報） 

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セ

グメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を第１四半期連結会計期間から適用しています。 

 なお、同会計基準等に基づいた、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間の報告セ

グメントに係る営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報は、次表のとおりです。 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 
（注）１ セグメント利益の調整額53百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

 
  （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益     

外部顧客への営業収益 79,754 9,379 4,998 94,132 ― 94,132 

セグメント間の内部 
 営業収益又は振替高 4,425 13 241 4,680 △4,680 ―

計 84,180 9,393 5,239 98,813 △4,680 94,132 

セグメント利益 21,444 1,152 520 23,117 14 23,132 

 
  （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益     

外部顧客への営業収益 239,104 29,111 15,707 283,923 ― 283,923 

セグメント間の内部 
 営業収益又は振替高 14,151 24 644 14,820 △14,820 ―

計 253,255 29,136 16,352 298,744 △14,820 283,923 

セグメント利益 65,798 3,880 338 70,017 53 70,070 
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前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 
（注）１ セグメント利益の調整額17百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

(資産除去債務関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

当社の鉄道路線は、主として道路の地下を運行しているため、道路法（昭和27年法律第180号）第40

条の規定により、道路占用を廃止した場合には、これらの施設を撤去し、原状回復する義務を有してい

ますが、道路占用を廃止する蓋然性は極めて低いことから、当該資産除去債務を計上していません。 

  

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

 
  （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 運輸 流通・不動産 その他 計

営業収益     

外部顧客への営業収益 79,180 9,726 5,320 94,227 ― 94,227 

セグメント間の内部 
 営業収益又は振替高 4,978 6 217 5,203 △5,203 ―

計 84,159 9,733 5,537 99,430 △5,203 94,227 

セグメント利益 21,915 1,195 283 23,394 17 23,411 

(平成22年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間末

(平成22年３月31日) 
前連結会計年度末

１株当たり純資産額 618円25銭
 

１株当たり純資産額 576円74銭

項目
当第３四半期
連結会計期間末 

(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 359,204 335,083 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計
年度末）の純資産額(百万円) 359,204 335,083 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数
(千株) 

581,000 581,000 
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２  １株当たり四半期純利益金額 

  

第３四半期連結累計期間 

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  
第３四半期連結会計期間 

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  ２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 55円27銭
 

１株当たり四半期純利益金額 55円55銭

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

四半期純利益金額(百万円) 32,113 32,272 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 32,113 32,272 

普通株式の期中平均株式数(千株) 581,000 581,000 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 18円58銭
 

１株当たり四半期純利益金額 18円96銭

項目 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

四半期純利益金額(百万円) 10,795 11,016 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 10,795 11,016 

普通株式の期中平均株式数(千株) 581,000 581,000 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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東京地下鉄株式会社 

 
  

  

 
  
 

  
 

  
 

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

京地下鉄株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成22年２月１日

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  坂   本   一   朗   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  滝  沢  勝  己   ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  
 

東京地下鉄株式会社 

 
  

  

 
  
 

  
 

  
 

  
  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

京地下鉄株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成23年２月７日

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  坂   本   一   朗   ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  滝  沢  勝  己   ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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